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1．新型コロナの物流業界への影響

COVID-19（以下、新型コロナ）は多くの

物流事業者に影響を与えた。特に、B2B貨物

の流動量減少は深刻である。帝国データバン

クによると、景気動向指数は全産業的に新型

コロナの影響で2020年初頭から急落したもの

の、2020年6月頃から徐々に改善している。

ただし、「運輸・倉庫業」は旅客の影響も含

まれることもあり景気回復のスピードは緩や

かである。しかし貨物輸送を見ても、徐々に

製造業の回復に牽引されているものの、B2B

貨物は新型コロナ禍前の水準には達していな

いという声も挙がっているようである。

このような企業向け貨物輸送量の減少は宅

配便においても同様に見られる。日通総研

（2020）によると、B2B宅配便を含む輸送機

関別の荷動き指数は、4～ 6月実績、7～ 9月

の見通しのどちらも、全機関でマイナスと

なっている。

2．新型コロナの通販業界への影響

「商業動態統計」によると、百貨店などの

各種商品小売業やアパレル関連の小売業が

2020年度に入って大きく販売額を落とす一

図1 新型コロナ禍での通販業の販売額と前年同期比伸び率の推移
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方、飲食小売と医薬化粧品小売は新型コロナ

禍初期の3～ 5月にかけて前年同月比で微増、

またホームセンターなどのその他小売業や無

店舗小売業でも6月以降は前年同月比よりも

販売額は増加した。無店舗小売業の販売額は

3月から5月で対前年同月減少となっているの

は、同調査がオンライン販売と店舗販売を併

用している事業者の場合、販売額に占める割

合を考慮してどちらが主たる業態か振り分け

ていることも影響していると思われる。

日本通信販売協会（JADMA）の会員企業

を対象とした調査では、3月から8月の各月販

売額は全て対前年同月比で売上高増となって

いる（図1）。

またネット通販の主要各社の四半期決算を

見ても概ね各社ともに新型コロナ禍で売上高

を伸ばしている。

Amazonは第2四半期（4～ 6月）でネット

通販の売上高１は前年同期比49%増加を達成

した。四半期報告では日本単体の結果は不明

であるが、世界的に新型コロナ禍の巣籠もり

需要の影響を強く受けた結果となった。

また楽天も第2四半期（4 ～ 6月）の国内

EC売上は前年同期比14%増加となっている。

楽天の国内ECには、同社の旅行部門である

楽天トラベルも含まれている点には注意が必

要である。物販系の通販サービスに限った売

上高は公表されていないが、流通総額につい

ては48.1%の増加となっており、Amazon同

様ネット通販の利用が増加していることがう

かがえる。

企業向け、個人向けの両方でネット通販を

展開するアスクルも第1四半期（5～ 8月）の

売上高はネット通販事業（eコマース事業）

で前年同期比2.6%増加した。売上増加の内訳

としては、LOHACOを含むB2C事業で前年

同期比5.4%増加しただけでなく、B2B事業で

も2%増加している。ただし、月別でみると、

一貫して前年同月比で増加しているB2Cに対

して、B2Bは月ごとでの売上にばらつきが見

られる。

3．新型コロナの宅配便業界への影響

B2B宅配便が伸び悩んでいるというデータ

が示される一方、ネット通販を始めとした通

販業界は販売が伸びていることがうかがえ

た。ヤマト運輸、佐川急便、日本郵便の宅配

便大手3社の宅配便取扱量の月次推移を見る

と、消費者の巣ごもり消費の影響を受けて大

幅に増加した。ネット通販をはじめとした

B2C貨物の増加の影響を受けていることが分

かる。

ヤマト運輸、日本郵便の両社はコロナ禍初

期の3月から、前述の通り好調であったネッ

ト通販の配送の影響を受けて輸送量は対前年

度月比でプラスとなっている。その後、5月

をピークに増加率の伸びは若干落ち着くもの

の、6月以降も前年同月比プラスを維持して

おり、消費者の生活様式の変化がうかがえる。

一方、元来企業向けの宅配サービスが強み

である佐川急便は、企業間の荷動き減少を

1	 Amazon.comの四半期報告（10-Q）における「Online Stores」の売上高より。なお、音楽や雑誌のサブ
スクリプションサービスは含まれないが、電子書籍やダウンロード販売の売上は含まれる。
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B2Cネット通販の増加による個人宅向けの配

送の増加が相殺してほぼ例年通りから対前年

同月比微増の結果となっていると考えられ

る。前述の帝国データバンクが示すように、

製造業をはじめとした各業種において、業績

の回復が見え出した6月以降では、B2B貨物

の増加とネット通販などのB2C貨物の増加の

結果を受けて、取扱個数は対前年同月比で明

確に増加している（図2）。

また、メルカリやラクマなどのフリマアプ

リの利用増加を受けて、自宅の郵便受けに投

函可能な小型C2C貨物の増加も、ヤマト運輸

と日本郵便の取扱個数増加に大きく影響して

いる。ヤマト運輸は「ネコポス」、日本郵便

の「ゆうパケット」の取扱個数は、通常サイ

ズの宅配サービス以上に取扱個数が対前年同

月比で増加していることが分かる（図3）。

なお、新型コロナが宅配便に与えた影響の

1つとして、テレワークによる再配達率の減

少が挙げられる。国土交通省が2017年10月か

ら半年ごとに継続的な調査を開始して以降、

特に都市部を中心に改善が見られなかった再

配達率であるが、2020年4月期は緊急事態宣

言の影響もあって都市部で17%前後から8.5%

程度まで再配達率が削減された。ただし、新

型コロナ禍によってネット通販の配送需要も

特需的に増加し、宅配便の配送件数自体も増

加した。そのため、1度の再配達で配送は完

了すると仮定した場合、4月期だけで比較す

ると2019年は約3億7,798万件、2020年は約3

億9,352万件と、2020年4月期の方が4.1%ほど

配送件数は増加したことになる２。4・5月は

極端に在宅でのテレワークが多かった時期で

もあるので、今後も再配達率が同様な水準と

なるかは疑問が残るが、新しい働き方と生活

様式によって再配達率が従来よりも低下し、

買物におけるネット通販の割合が増加して配

図2 新型コロナ禍での宅配便大手3社の取扱個数と対前年同月比の推移
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送件数が増加するという流れは進むものと考

えられる。

4．新しい通販配送形態

（1）通販事業者の配送サービス

新型コロナ禍以前から日本における通販の

配送形態は変化が生じていた。通販配送の主

役であった宅配便事業者に加え、通販事業者

らが運営・管理する配送サービスや、都市部

限定の配送サービス提供事業者が登場してく

る。Amazonのデリバリーサービスプロバイ

ダーや、Amazon Flexのようなドライバー

が直接Amazonと業務委託契約を結ぶような

配送形態、アスクルのような物流子会社によ

る配送、ヨドバシ.comのような自社社員によ

る配送などである。

さらに、食品配送分野になるものの、出前

館のように独自に配送員を確保して配達員が

いない飲食店にも配送サービスを提供する

ケース、UberのEats部門のように登録制の

配送員を、飲食店・消費者とマッチングさせ

る形での配送サービスも展開されている。ま

た、当初は2020年9月まで時限的に許可され

たタクシーによる食品配送も、一定の条件を

満たせば特例措置が延長されることになっ

た。これらの配送は、宅配便で対応してきた

分野でないが、既にローソンをはじめとした

コンビニの配送にUber Eatsが利用されるな

ど、宅配便サービスとの境界線は近づいてき

ていると考えられる。

（2）新型コロナが通販配送に与える影響

そして新型コロナ禍での変化として、これ

までに見てきたように消費者の買物様式の変

化、そして新型コロナの防疫を目的とした非

対面型の配送の浸透が挙げられる。非対面型

配送は2019年頃から日本郵便やAmazonらが

「置き配」として実験的に検討していたが、

新型コロナの影響で社会的にも広く利用され

るようになっている。

厳密には、在宅を確認して荷物を玄関先な

どに置く配送と、置き配のように在宅を確認

せずに荷物を指定された場所に置く形式は異

なるものの、発荷主・着荷主・配送事業者が、

配送に対してどの程度リスクやミスを許容す

るかという社会的な水準に変化をもたらすと

いう点では共通していると考えられる。

対面型の配送では印鑑・サインなどと合わ

せて本人確認と受け渡しの完了まで行うこと

で、誤配や受け渡したはずの荷物が届いてい

ないといった悪質なクレームなどのリスクを

削減する代わりに、時間や手間といった費用

をかけている。ここで、サインや印鑑の受け

渡しでなく配達完了の写真を送付することで

どの程度それらのリスクが減るのか、一方ど

の程度オペレーションが簡略化されて費用が

削減できるのかを、新型コロナ禍での非対面

型配送の増加で見定めることができるはずで

ある。そのため、新型コロナ禍以後において

も、配送事業者側はリスクと効率化のトレー

ドオフを考慮していくことになるであろう。

逆に通販事業者（発荷主）や消費者側（着

2	 大手3社宅配便取扱個数（2019年4月期：3億2,585万個、2020年4月期：3億6,269万個）に、再配達率分だけ
（2019年4月期：16.0%、2020年4月期：8.5%）配送個数を上積みした計算で配送件数を算出。
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荷主）側も、これまで対面で受け取っていた

ことで受取の手間の代わりに得ていた安心感

や盗難のリスク削減を天秤にかけて、対面か

非対面を選択するようになるかもしれない。

配送事業者側も荷主側も、新型コロナ禍で

の変化を経て、新型コロナ以後も受け渡しの

手間を削減した配送形態の効率化を選択する

可能性がある。着荷主である消費者は必ずし

も経済合理性のある行動を選択するとは限ら

ないが、一種の「慣れ」で非対面型の受け取

り方を選択していく可能性は考えられる。

5．おわりに

増加する通販の配送に対して、配送員の確

保が限られる中、どのように配送の効率化を

行うかは課題であったが、新型コロナは単に

ネット通販の利用を増やすだけでなく、効率

的な受け取り方が積極的に利用される可能性

も高まることも期待できるのではなかろう

か。

しかし、効率化した配送とは配送オペレー

ションの一部を簡略化することにも繋がりか

ねず、これまで日本国内では比較的品質が高

い配送として定着してきた宅配便事業者の強

みを失わせる可能性もある。もちろん、大手

宅配便事業者を中心に、従来の対面型配送は

継続的に提供しており、さらには非対面且つ

セキュリティが担保される公共型の宅配ロッ

カーもヤマト運輸などを中心に提供されてい

る。

通販事業者や消費者が、様々な条件を吟味

して自らの望む配送サービスを選択していく

ことで、配送サービスに応じた事業者を選択

し、社会全体で効率的な配送サービスが提供

されることはかねてから望まれているが、実

際には「これまでと違う」配送サービスの利

用は簡単に進まない。今回の新型コロナ禍で

の経験が、各消費者や事業者の望むサービス

水準を見つけるきっかけとなることを期待す

る。
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